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人が各種の協同組合組織に加入した。そのうち五万人近くは、主と
して農業と手エ業の生産的職業に転じた」（〔Ｉ〕▽圏）。この時期
の生産の発展については、次のような統計資料がある（〔Ⅱ〕ロ・屋垣
－〔と〔Ⅱ〕を通じてほとんど唯一の統計表である）。
「社会主義的改造の三ヵ年計画の決定的成功と経済・文化の初歩
的発展とは、社会主義的生産関係の樹立をもたらし、わが国の北部
で人間による人間の搾取を基本的に消滅させ、北部の異種混合経済
を社会主義的・半社会主義的な同質の経済に転化させた」（〔Ｉ〕軍
ｇ）。この変化を反映して、一九五九年一二月一一一一日には一九四六
年憲法を修正した新憲法が国会を通過した。これは最初の社会主義
憲法であるとされている。残念ながらこの憲法の条文は、この原稿
執筆までには見ることができなかった。なお、一九七六年六月の統
一国会以後、この一九五九年憲法を改正するための新憲法起草委員
会がすでに活動を開始している。
一九六○年九月五日から一二日まで、ベトナム労働党第三回大会
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がくノイでひらかれ、第一次五カ年計画（一九六一－一九六五年）の基本的課題を決定し、ホー。チ・ミソを党中央
委員会議長に再選しレ・ズアソを第一醤記に選出した。レ・ズァソの政治報告では、北部を急速に、強力に、着実
に社会主義に前進させる総路線が提起された。っ」の目的を達成するためには、農業、手工業、小規模商業、およ
び私的資本主義的工商業の社会主義的改造を達成するために、プロレタリア独裁の歴史的使命を果している人民民
主主義権力を利用することが必要であり、国営経済部門を発展させ、農業と軽エ業の発展に努力しながら重エ業の
合理的発展を優先させる社会主義的工業化を推進することが必要であり、イデオロギー、文化、技術における社会
主義革命を促進することが必要であり、わが国を近代的エ業、近代的農業、進んだ文化と科学を持つ社会主義に転化
させることが必要である」（〔Ｉ〕ロ・巴）。ここでは三重の革命が提起されたとわれる。すなわち、生産関係の革命、
思想・文化の革命、科学・技術の革命であり、なかでも科学技術革命が中心であるとされる（〔Ⅱ〕ご旧ｇ）。生産関
係の革命では、初級農業生産協同組合から高級農業生産協同組合（生産手段を共有し労働日分配を基本とするもｅへの
転化が主要なものであったようである。
「一九六五年末までに、農業生産協同組合の八○％が高級協同組合に転化した。機械、金属、化学産業の最初の
基礎がきずかれ、しだいに操業を開始した。新たなエ業部門が開発され新たな種類の製品が生産された。数百の地
方工業企業が設立された。北部では、原料採取と加エ、重工業と軽工業の各種部門の発展を含む工業経済がしだい
に形をととのえた。……人民の生活水準は日に日に向上した。フランス支配下では、人口の九五％は字が諦めなか
った。一九六五年までには、北部ではほとんどすべての人が読承醤きができるようになった」（〔Ｉ〕や畠１９）。第
一次五カ年計画の統計的成果は記載されていない。ジョンソンの北爆以後の情勢では、全国的統計の収集もおそら
く困難となったのであろう。
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この時期は、ベトナム戦争がもっとも激化した時期であり、またベトナム戦争の最終局面でもあった。この時期
は三つに分けられる。すなわち、一九六五年から一九六八年までの、ジョンソン政権下でのアメリカの軍事介入が
ピークに達した時期、ジョンソンの北爆部分停止声明から一一クソン政権下での停戦協定成立（一九七三年一月）まで
の時期、およびベトナム人民軍による南部武力解放、南北再統一の実現二九七五年）にいたる時期である。
南ベトナムに投入された米地上軍兵力は、一九六五年末までに一九万に達したが、一年後には四○万をこえ、’
九六八年はじめにはすでに五○万をこえていた。サイゴン政府軍、韓国軍その他を加えて米軍の指揮下にある総兵
力はこの時期には一一一○万にのぼった。北ベトナムには毎月五万トンの爆弾が投下された。）」の結果、一九六八年
には、一九六四年に比較して北ベトナムの食糧生産は一六％減、電力は一一一七％減、石炭生産は三一一一％減となった。
しかし、この当時の北ベトナムの情勢判断は次のようなものであった（〔Ⅱ〕石・思哩）。
「提起された問題は、国防に全力を集中するため社会主義建設を中止すべきかどうかという》」とであった。党の
出した総路線は、，国防を強化しながら同時にまた社会主義建設をひき続き前進させるべきである、というものであ
った。表面上のみかけとは反対に、北ベトナムに対するエスカレーションも南ベトナムへの米軍の上陸も、ヤンキ
ー帝国主義の攻勢作戦ではなく、戦略的な後退と守勢の作戦として構想され実行されたものであった。北への攻撃
も、当スカレーショソ〃の形態で、つまり一歩一歩、世界世論の反応を染ながら手さぐりでしか実行できなかっ
た。社会主義陣営の一員である主権国家ベトナム民主共和国を公然と侵略する）」とは、ワシントンをますます悪化
する政治的孤立の立場に追いこむことであった。したがって、北ベトナムは、社会主義建設の事業を続けながら国
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防を強化することができたのである凸
北ベトナムは、防空体制を強化し、南部への援助も継続しながら、戦時経済へのきりかえを行なった。都市の大
工場は地方へ疎開し、各省ごとに地域的な工業化が進められた。国内商業はきびしく統制され、生活必需品の価格
安定が維持された。農業の協同化がさらに推進され、一九六七年には農民経営の九三・七％が生産協同組合に加入
した。そのうち八八。八％はすでに高級農業生産協同組合に所属していた。農業の機械化、技術導入、米のモノカ
ルチュァからの脱却も進められた（〔Ｉ〕やＨ圏ｌ」侭》〔Ⅱ〕□・挿霞－息）。
他方で、アメリカの戦争努力は行きづまっていた。一九六七年四月と一○月にアメリカ国内で大規模な反戦デモ
が組織され、二月末にはマクナマヲ国防長官が辞任した。一九六八年一月末には南ベトナムでは解放武装勢力の
大規模なテト（旧正月）攻勢が行なわれた。サイゴンのアメリカ大使館も大統領官邸も襲撃され、フエでは旧王宮に
解放民族戦線の旗が立てられた。テト攻勢にショックをうけた米軍司令官ウエストモーランドは、ペンタゴンにさ
らに二○万の増派を要求したが、これは実現不可能であった。平時のアメリカ地上軍総兵力は三○○万人だが、う
ち一○○万は本土防衛に釘づけになっており、一○○万は西ヨーロッ・〈に駐留している。交代要員を考慮すれば、
南ベトナムの米地上軍五○万はアジア地域としても限界に達した数字であった。
これに加えて、一九六八年三月にはドル危機が激化した。一一一○○億ドルに近いベトナム戦費はアメリカの財政と
国際収支を圧迫してドル危機を加速した。ついに一九六八年三月一一一一日、ジョンソン大統領は北爆の部分停止と次
期大統領選への不出馬を声明するにいたった。五月一○日には、アメリカ政府とベトナム民主共和国政府との代表
による。くり会談が開始された。この直後の時期に、筆者は「ベトナム停戦とアメリカ経済」（『世界経済評論』一九六
八年七月号）と題する論文を書いたことがあり、その冒頭で次のようにのべた。
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「一一一月一一二日のジョンソン声明を契機として、五月一○日にはベトナム民主共和国とアメリカとの。くり会談が開
かれるにいたり、ベトナム停戦への期待がにわかに高まった。しかし、現実にはなお南北ベトナムで激烈な爆撃
と地上戦が続いており、平和交渉の前途は予断を許さない。だが、ベトナム戦争が今後長期にわたって継続するよ
うなことはないだろう。それは、何よりもまず、アメリカ自身がベトナム停戦の必要にせまられているからであ
る・停戦の必要は主として経済的要因から来ている。景気回復に拍車をかけた朝鮮戦争の場合とは異なって、ベト
ナム戦争は長期景気上昇の末期に軍需ブームをもたらしてアメリカ経済を破行的な発展に追い｝」糸、国内的均衡を
破壊した。また長期にわたるドル危機はベトナム戦争によって加速されて破局的な段階に達している。ベトナム戦
争はいまや、アメリカ経済にとって極桔と化しているのである。もちろん、戦争は経済的要因によっての象規定さ
れるものではない。しかしアメリカはいまや、経済的要因を無視して戦争を継続することはできなくなっている。
ベトナム戦争によって加速されたドル危機の激化はアメリカの国際的発言力を低下させ、軍事費の負担による『偉
大な社会』計画の破綻は黒人問題などの国内矛盾を激化させている。ジョンソン大統領が再出馬辞退を発表せざる
をえなかったことは、ベトナム戦争がアメリカ国内においても大きな政治的争点となっていることの集中的表現で
あった。したがって、ベトナム停戦交渉が今年□九六八年〕秋のアメリカ大統領選挙までに具体的な進展を示す
可能性は大きく、早ければ年内にも停戦が実現するかも知れない。」
明らかに、筆者のこの見通しは甘かった。ジョンソンは一九六八年二月一日には北爆の全面停止を発表した
が、その後、キッシンジャー米国務長官とレ・ドク・卜代表ミトナム労働党政治局員）との．くり会談は延点五年間に
わたって続き、その間ベトナム戦争は継続された。早期停戦が実現しなかった大きな原因は、中ソ両国を相手とし
た一一クソン大統領のマヌーパーであった。一一クソソは一九七二年一一月に中国を訪問し、同年五月にソ連を訪問し
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一九六九年九月三日、ホー・チ・ミン大統領はペトナムの再統一を信じ中ソの不和を心配しながら七九才でこの
世を去った（「遺言」の文章は〔Ⅱ〕句・鴎④Ｉ思い）。これに先立つ六月六日、南ベトナム解放民族戦線と民族民主平和
勢力連合（同年四月二○日結成）は合同会議をひらいて南ベトナム共和臨時革命政府を樹立した。この時期のベトナ
ム労働党の、南部の民族民主革命と社会主義建設を同時に遂行する一般的な方針については、ベトナム労働党創立
四○周年（一九七○年三月）をむかえてのレ・ズァソ第一書記の論文にくわしい（邦訳『ベトナム革命・その基本問題と
主要課題」、新日本新書、一九七二年）。
一一クソンは、ベトナム戦争をアメリカにとって安上りの戦争にするために、ベトナム人をベトナム人とたたかわ
せ、インドシナ人民をインドシナ人民とたたかわせ、アジア人をアジア人とたたかわせるように努力した。北爆よ
りも南部の解放区の爆撃に重点をおき、南ベトナム軍の装備を強化する一方、ラオス、カンボジアに出兵して南部
解放区の背後を断とうとした。一九七○年三月一八日、カンボジアで右派クーデターが成功しシアヌーク中立政権
が崩壊した。それに続いて四月三○日には米・サイゴン軍七万がカンボジアに侵攻し、キュー・サムファン（現カ
ンボジア国家元首）に指導されるカンプチァ民族統一戦線を一掃しようとした。アメリカと国際世論の批判の中で
米・サイゴン軍は同年六月にカンボジアを撤退したが、翌一九七一年二月には米・サイゴン軍四万五○○○が南部
うな、もので、
七・八・二○）。
た。その間の四月には一一クソソは北爆の全面再開を命令している。このような時期に中ソ両国が一一クソソを歓迎し
たことについて、ベトナム労働党機関紙一一ヤンザソは、一九七二年八月一七日の社説で、「自己の民族の小さい利
益のためにもっとも反動的な勢力を援助するならば、あたかもおぼれ死にしかけている強盗に浮袋を投げてやるよ
うなものでこれは敵に有利に、革命の側に不利となる悪質な妥協である」ときびしく批判した（『朝日新聞』昭四
137ペトナムの社会主義 ラオスに侵攻した。二月から一一一月にかけての戦闘で米・サイゴン軍は壊滅的な打撃をうけて敗退した。「かくして、
一九七一年年央には、大統領選挙を一八カ月後にひかえた一一クソンは、栄光にはほど遠い立場に追いこまれてい
た。ベトナム、ラオス、クメール〔カンボジア〕人民の抵抗は着実に増大し、社会主義諸国と世界人民からインド
シナ人民への支持は拡大し、アメリカ世論の反応は勢いを増していた」（〔Ⅱ〕□・』『『）。
一九七一年七月一日、臨時革命政府のグエン・チ・ピン外相は、米軍の撤退とグェン入ン。チュー政権の辞任
を骨子とする七項目提案を行なった。これに対するニクソンの反応は、ベトナム人民の頭ごしに中ソ両国と取引す
ることであった。ニクソン訪中（一九七一一年二月）に対するベトナム側の回答は、一九七二年一一一月一一一○日に開始され
た南部での春季大攻勢であった。アメリカは、ベトナム戦争を〃再アメリカ化〃せざるをえなかった。四月一六
日、Ｂ顕がハイフォンを爆撃し、これ以来一九七二年末まで北爆が全面的に再開された。五月八日には、北ベトナ
ムの主要港を機雷で封鎖する命令が下された。しかし、一一クソンは、国内世論の批判と米軍の犠牲の拡大のはき詮
うちになって、大統領選挙前に平和交渉を進めることを余儀なくされ、一九七二年一○月はじめから交渉は具体的
に進展し、ついに一九七三年一月一一七日に．〈リでベトナム停戦協定が締結された。同年三月二九日、最後の米軍部
隊がベトナムを撤退した。
キッシンジャーとレ・ドク・トの・くり会談の五年間、とくに停戦協定にいたる最後の局面については、いまだ謎
につつまれている。しかしとにかく、ケネディ大統領にはじまるアメリカのベトナムへの直接軍事介入はこれで終
った。米軍の支えがなければ、サイゴン政権はひとたまりもなく崩壊するであろうといわれていた。そして事実、
その通りになったのである。
一九七三年一○月のベトナム労働党中央委員会第二一回総会は、「敵は協定を実施しようとせず、実際には新植
138 
一方、サイゴン軍の士気と戦闘能力は低下し、アメリカの援助も年☆削減されていた。一九七四年八月には、ニ
クソン大統領がウォーターゲート事件で辞任した。アメリカのベトナム再介入はもはやありえなかった。ベトナム
労働党中央委員会政治局は、一九七四年一二月一八日から一九七五年一月八日まで連続して会議をひらき、「イン
ドシナ三国でのたたかいが力強い攻撃の趨勢にあり、ますます勝利をかちとりつつあるなかで、南ベトナムにおけ
る人民の民族民主革命を達成し、祖国の平和的統一へと前進していくうえで、今日ほど軍事的、政治的条件が熟
し、戦略的に有利な好機はいまだかってない」と結論し、一九七五年中にサイゴン政権に戦略的打撃をあたえるこ
とを決定した（〔Ⅳ〕ｐｇ－圏）。
プ
ラインが敷設された。
民地主義戦争にほかならない戦争のベトナム化をひきつづきおこない、全南ベトナムの支配をたくらんでいる。こ
のような事態のもとにおいて、われわれは革命戦争を継続し、かれらをせんめつし、南ベトナムを解放する以外に
方法はない」と決定した（〔Ⅳ〕己・岳ｌ弓）。ベトナム人民軍総参謀長バン・ティエソ・ズソによれば、「一九七三年
一○月以後、つぎつぎと軍団が編成され、各兵種合同作戦の訓練がおこなわれ、もっとも機動性が発揮できる戦略
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使っての一二昼夜にわたる北爆で破壊しようとして果せなかった大量の軍事物資が、いまやぞくぞくと各地の戦場
に運びこまれた。わが軍の長距離大型砲と高性能の戦車のナンポミトナム南部、旧コーチシナ地方〕ゴム園地帯
入りははじめてのことであった」（〔Ⅳ〕□・岳－９）。かくして、それ以前はともかくとして、一九七四年以降には明
確に、北ベトナムの正規軍が南部に出動することになる。軍隊の移動を保障するために、一九七四年中に、解放区
を南北に縦貫する八メートル幅の戦略道路が建設され、それと同時に、これにそって五○○○キロに及ぶ石油・〈イ
139ペトナムの社会主義
公式文献では明記されていないが、インドシナ三国で統一的な軍事行動が計画されたことは推察される。すなわ
ち、一九七五年元旦からカンボジア民族解放軍がプノンペン攻撃を開始するのとほぼ同時に南ベトナムでサイゴン
周辺の解放区が拡大され、三月に．〈テト・ラオ軍がラオス南部へ進撃を開始するのに続いてそれに近いベトナム中
部高原で作戦が開始され、四月一七日カンボジアでプノンペン解放、四月三○日ベトナムでサイゴン解放、五月中
にラオスで。〈テト・ラオ軍の全土制圧と続くのである。
ベトナムでの中部高原作戦は、正規軍五個師団を集中して、パン・ティエソ・ズソ総参謀長の直接の指揮のもと
に、一九七五年三月一一日に開始された。一一一月一九日までに中部高原全域が解放され、一一一月下旬には暫定軍事境界
線をこえて北ベトナム第二軍団が総攻撃を開始し、一挙にフニダナンを解放した。四月八日には、サイゴンの北
西の解放区にサイゴン攻略のための「ホーチミン作戦」司令部が設置され、。〈ソ・ティエソ・ズン、ファム・プソ
（党南部委員会書記）、し。ドク・トの三人のベトナム労働党政治局員が集結してそれを指導した。四月二七日、北
ベトナム正規軍一五個師団（南部での補充を含む）の総力をあげた「ホーチミン作戦」が開始され、四月三○日の正午
近
く
、
サ
イ
ゴ
ン
政
権
は
無
条
件
降
伏
を
声
明
し
た
。
五月一五日、サイゴンでの戦勝祝賀集会に出席するためにベトナム民主共和国のトン・ドク・タン国家主席がタ
ンソンーーャット空港におりたった時に、出迎えた人為の中にグニン・フー・卜南ベトナム解放民族戦線中央委員会
議長、フィン・タン・プァト南ベトナム共和臨時革命政府首相の名がはじめて出てくる。この時、．〈ソ・ティエン・
ズソは国家主席に、「ベトナム人民軍はサイゴン解放と南部解放の任務を完了しました」と報告している（〔Ⅳ〕Ｐ
臼巴。かくして、一九七五年春の南部解放の決定的な主役は北ベトナム正規軍だったのであり、南ベトナム解放民
族戦線がいかなる役割を果したのかはなお不明である。
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一九七五年一二月にサイゴンで南ベトナム人民代表大会がひらかれ、統一総選挙の実施を承認した。一九七六年
四月二五日に総選挙が行なわれ、六月二四日に統一国会がひらかれて「ベトナム社会主義共和国」の成立が宣言さ
れた。なお、これに先立つ一九七五年一二月にはラオスで全国人民代表大会がひらかれて王制の廃止と人民民主共
和
国
の
樹
立
が
宣
言
さ
れ
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
で
も
一
九
七
六
年
一
月
に
王
制
の
廃
止
と
カ
ン
ボ
ジ
ア
民
主
国
の
成
立
が
宣
言
さ
れ
て
そ
の
後
シ
ァ
ヌ
ー
ク
色
が
一
掃
さ
れ
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
南ベトナム共和臨時革命政府は予想外に早く一九七六年六月の統一国会で消滅し、その母体となった解放民族戦
線と民族民主平和勢力連合も一九七七年一月には北ベトナムの祖国戦線と合体して単一の民族統一戦線を形成する
こ
と
に
な
っ
た
。
す
で
に
一
九
七
五
年
一
二
月
の
段
階
で
、
解
放
戦
線
の
グ
エ
ソ
・
フ
ー
・
ト
議
長
（
の
ち
統
一
国
会
で
副
大
統
領
に
選
出
）
は
、
南
ベ
ト
ナ
ム
人
民
代
表
大
会
へ
の
政
治
報
告
で
、
当
面
の
戦
略
的
任
務
は
「
民
族
再
統
一
を
達
成
し
、
全
ベ
ト
ナ
ム
を
急
速
、
強
力
、
か
つ
着
実
に
社
会
主
義
に
む
か
わ
せ
、
平
和
・
独
立
・
統
一
・
社
会
主
義
の
ベ
ト
ナ
ム
を
建
設
す
る
こ
と
」
で
あ
る
と
指
摘している（『毎日新聞』昭五○・一一一・二四）。これに先立って、一九七五年夏のベトナム労働党中央委員会第二四回
総会で、南北の早期再統一、急速・強力・着実な全ベトナムの社会主義への移行、北部における社会主義建設の促
進
と
南
部
に
お
け
る
社
会
主
義
化
の
同
時
促
進
が
決
定
さ
れ
た
と
い
わ
れ
る
。
「
一九七六年六月二五日、統一国会でのベトナム労働党第一書記レ・ズアソの演説は、全国的な規模での社会主義
への移行を明確にのべた。「全国は、資本主義の発展段階を経ずに小規模生産から社会主義的大規模生産へ移行する
過程にある。……新たな段階におけるわが国の革命の戦略的任務は、国の統一を完成し、全国を社会主義へと急速
’
一
九
七
六
年
Ｉ
141ペトナムの社会主義
に、強力に、着実に前進させることである。北部はひき続き社会主義建設の事業を強力におしすすめ、社会主義的
生産関係を完成させ、南部は社会主義的改造と社会主義建設を同時に遂行しなければならない。」し・ズァンは、
「社会主義へと移行する時期全体の中心的任務は社会主義的工業化であり、わが国の経済を社会主義的大規模生産
へとひき上げることである」として、さらに、社会主義経済建設の路線として、「農業、軽工業の発展の努力を基
礎として重工業の合理的な発展を優先させ、工業と農業を結合し、全国を近代的な工・農業経済機構として建設す
る。中央経済を建設しながら地方経済を発展させ、中央経済と地方経済を結合する。経済と国防を結合する。独立
と主権を維持し、独立した自主的な経済建設に役立てるということを基本として、社会主義諸国およびその他の諸
国との経済関係を拡大する。……われわれは、一五’一一○年のあいだに、わが国における社会主義の物質的、技術的
基礎を築く任務を基本的に達成するために奮闘する」とのべている合世界政治資料』一九七六年八月上旬号、一七’一
この経済路線煙ベトナム戦争以前の一九六○年のベトナム労働党第三回大会で明らかにされた路線〔前出六八
ページ〕とほとんど同じである。相違は、当時は北ベトナムに関してのみ提起されたのが現在はペトナム全土に関
して提起されているというところにある。このためにレ・ズァンは、「南北両地域の生産関係を社会主義の基礎の
上に早期に同一化させる必要がある」としている。北部ではすでに、国営経済部門と集団経済部門が主要な二本柱と
なるソ連・中国型の〃二種経済〃社会主義に近づきつつあるのに対して、南部では初歩的な国営部門と集団経済部
門のほかに、民族資本の私的資本主義部門、初歩的な公私合営部門、それに広汎な小規模個人経済部門の〃五種経
済〃が存在している。レ・ズアンは、南部で強大な国営経済部門をつくりあげ、私的資本主義の公私合営化、個人
農業と手工業の協同組合化を進め、必要な場合には私的経営をも認めながら、広汎な国営商業体系を発展させて私
八ページ）。
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営商人の大部分を生産部門に転換させ、これらを通じて全国的な統一された管理体系と計画化の実現に努力する、
という方針を明らかにした（同前、一九ページ）。
一九七六年一二月一四日、ベトナム労働党第四回大会がひらかれ、最終日の一二月二○日に党名はベトナム共産
党に変更され、レ・ズァソ第一書記は書記長として再選されたが、この党大会でのレ・ズァソの演説の前半は統一
国会での演説と同じ内容のものであったようだ。後半でレ・ズァンは、一九七六－一九八○年の第二次五カ年計画
の基本的課題を、農業・軽工業・食品工業の発展、重工業とくに機械工業の基礎の建設、社会的労働力の全面的な
活用、南部の社会主義的改造の完了と北部の社会主義的生産関係の強化、輸出産品の増大、教育・文化・医療の発展、
経済管理の改善であるとし、一九八○年の具体的な目標として、食糧生産二一○○万トン、石炭一○○○万トン、
電力五○億キロワット時、圧延鋼三○万トン、化学肥料一三○万トン、セメント二○○万トンなどの数字を明らか
にしたｓ赤旗』一九七六・一二・一五）。同大会でファン・パン・ドン首相（党政治局員）は、これらの数字を達成するた
めに、五年間で一一一○○億ドン（約一○○億ドル）の資金を投入し、うち三○％が農業に、三五％が工業に投下されると
のべた。五ヵ年計画中の各年の平均成長率は、社会的総生産一四・五’一五・五％、国民所得一三’一四％、農業生
産八’一○％、エ業生産一六’一八％、労働生産性七・五’八％と予定されている（『赤旗』一九七六・一二・一七）。
か
く
し
て
、
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
は
、
一
九
七
六
年
以
降
、
多
く
の
点
で
既
存
の
社
会
主
義
国
が
た
ど
っ
て
き
た
の
と
共
通
した道、いわば〃ふゑなれた道〃に入った。しかしこのことは、新生ベトナムが、既存の社会主義のプラス面ばか
りではなくマイナス面をもうけつぐ可能性のあることを示している。ベトナム社会主義がいかにして真に魅力ある
社
会
主
義
と
な
り
う
る
か
、
そ
の
今
後
を
注
目
し
た
い
二
九
七
七
年
一
月
記
）
。
